
(以下の記載は、「支援の内容」、「提供した日（提供日数）」、「提供時間帯」、「費用」がわかる書類の添付をもって替えることも可能）

□ 日 日 ～ 円

■ 日 日 ～ 円

□ 日 日 （ 日 ） ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

※１　提供日数は、預かり保育事業のみ記載。

※２　提供時間帯は、標準的な利用時間帯の記入でも可。

※３　費用は特定子ども・子育て支援利用料の額を記入。

　　　年　　　月　　　日

【提供証明書　参考様式】

特定子ども・子育て支援提供証明書
【　　　　年　　月分】

認定
保護者

フリガナ
認定子ども
との続柄

認定
子ども

フリガナ 法第30条の４の認定種別

氏　名

特定子ども・子育て支援の内容
注）該当する項目を■にする。

提供時間帯※２ 費用※３

□ 第１号 □ 第２号

提供した日 (提供日数)※１

氏　名 □ 第３号

：

認可外保育施設 ～ ： ：

幼児教育(幼稚園・特別支援学校) ～ ：

：

一時預かり事業 ～ ： ：

預かり保育事業 ～ ：

：病児保育事業 ～ ：

施設・事業所の所在地 埼玉県越谷市

　上記のとおり認定子どもに対し、特定子ども・子育て支援を提供した
ことを証明します。

設置者名称

主たる事務所の所在地

代表者職氏名 ㊞

施設・事業所の名称

この提供証明書は、市町村における施設等利用給付額の算定の基礎となるものです。
ただし、個別の利用日や利用時間の情報は給付額の算定において必須ではないため、「提供
した日」については実際の利用日を含む提供期間を記載すれば足り、「時間帯」については
標準的な利用時間を記載することで足りるとされています。
なお、「提供日数」については、預かり保育事業についてのみ、記載して下さい。

無償化の対象となる保護者に交付する提供証明書
の参考様式になります。
市区町村の施設等利用給付の効率的な審査事務
の観点から、国から参考例が示されており、この様
式は、その参考例をもとに作成したものです。

タイムカード等で保育時間を管理している場合は、
当該タイムカードのコピーを添付しても構いませ
ん。



(以下の記載は、「支援の内容」、「提供した日」、「提供時間帯」、「費用」がわかる書類の添付をもって替えることも可能）

■ 日 日 ～

※１　提供時間帯は、標準的な利用時間帯の記入でも可。

※２　費用は特定子ども・子育て支援利用料の額を記入。

　　　年　　　月　　　日

【提供証明書　参考様式（認可外保育施設・個人事業主用）】

特定子ども・子育て支援提供証明書
【　　　　年　　月分】

認定
保護者

フリガナ
認定子ども
との続柄

認定
子ども

フリガナ 法第30条の４の認定種別

氏　名 氏　名 第３号

特定子ども・子育て支援の内容 提供した日 提供時間帯※１ 費用※２

□ 第１号 □ 第２号 □

施 設 の 所 在 地

0 円

　上記のとおり認定子どもに対し、特定子ども・子育て支援を提供した
ことを証明します。 設 置 者 氏 名 ㊞

施 設 の 名 称

認可外保育施設 ～ ： ：



(以下の記載は、「支援の内容」、「提供した日」、「提供時間帯」、「費用」がわかる書類の添付をもって替えることも可能）

■ 日 日 ～

※１　提供時間帯は、標準的な利用時間帯の記入でも可。

※２　費用は特定子ども・子育て支援利用料の額を記入。

２０××年１月１０日

【提供証明書　記入例（認可外保育施設・個人事業主用）】

特定子ども・子育て支援提供証明書
【２０××年１２月分】

認定
保護者

フリガナ ○○　□□ 認定子ども
との続柄

認定
子ども

フリガナ ○○　○○ 法第30条の４の認定種別

氏　名 ○○　□□ 父 氏　名 ○○　○○ 第３号

特定子ども・子育て支援の内容 提供した日 提供時間帯※１ 費用※２

□ 第１号 ■ 第２号 □

　上記のとおり認定子どもに対し、特定子ども・子育て支援を提供した
ことを証明します。 設 置 者 氏 名 　▲▲　▲▲ ㊞

認可外保育施設 2 ～ 26 8:30

施 設 の 名 称 　●●●●園

施 設 の 所 在 地 　埼玉県越谷市××町×番地×

17:30 35,000 円

無償化の対象となる保護者に交付する提供証明書
の参考様式になります。
市区町村の施設等利用給付の効率的な審査事務
の観点から、国から参考例が示されており、この様
式は、その参考例をもとに作成したものです。

タイムカード等で保育時間を管理している場合は、当該タイムカードのコピーを添付しても構いません。

この提供証明書は、市町村における施設等利用給付額の算定の基礎となるものです。
ただし、個別の利用日や利用時間の情報は給付額の算定において必須ではないため、「提供した日」については実際の利用日を含む提供期間を
記載すれば足り、「時間帯」については標準的な利用時間を記載することで足りるとされています。


